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第１編 計画の基本方針

計画の基本的枠組み第1章

7
17 February 2022

第２編 計画の具体的な展開

1．計画策定の趣旨

(1) 東京都男女平等参画推進総合計画とは

 (2) 計画の位置づけ

 (3) 計画期間

 (4) 都及び国等の主な動き

2．都の男女平等参画の現状と課題

(1) 男女平等参画を取り巻く社会的背景

 (2) 前計画における主な取組

 (3) 都民意識の変化

3．計画改定にあたっての考え方

(1) 総合計画策定にあたっての基本的な考え方

(2） 個別事項における視点

・東京ウィメンズプラザの機能強化

  ・配偶者暴力対策を進めるにあたっての視点

・女性活躍の輪～Women in Action～

計画の基本理念とビジョン・体系第2章

ビジョンの実現に向けた施策第1章

計画の着実な推進第2章

1．計画の推進体制

2．計画の着実な推進と改善

3．計画を一層推進するための広報・啓発

4．配偶者暴力対策の推進

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

ビジョン1．男女ともに自分らしく希望する生活ができる社会の実現

柱1） ライフステージに応じた切れ目のない支援

柱2） 家庭・地域での活動支援

ビジョン2．雇用・就業分野における女性活躍の推進

柱3） 女性の選択肢の拡大

柱4） 企業の持続的な成長

ビジョン3．男女平等参画を阻む意識の改革や環境整備

柱5） 男女平等参画社会の実現に向けた広報・啓発活動

柱6） 安心して暮らせる環境づくり

ビジョン4．配偶者暴力対策

柱7） 切れ目のない支援体制の整備

柱8） 関係機関の連携・人材育成

1．基本理念と4つのビジョン

2．計画の体系

PwC作成完了
（5/8時点版の項目に合わせて修正済）

5/13 第2編第2章2のPDCAサイクルの徹底について、タイトルを変更
5/15 PwC目次のタイトルを修正（第1編第1章3-(2)女性活躍の輪について、27ページにてお伺い事項あり

5/17 男女課 女性活躍の輪の順番を最後にしました。

柱３，４の間の改行スペースが
他と違うので修正をお願いしま

す。
→対応済

(1) 総合計画が目指すべき社会と基本的な考え方

(2)  「伝わる」ための広報活動

 (3） 個別事項における視点

・東京ウィメンズプラザの機能強化

  ・配偶者暴力対策を進めるにあたっての視点

・女性活躍の輪～Women in Action～



あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

■ 第1編 計画の基本方針

この計画の位置づけや男女平等参画を取り巻く社会的背景、都の基本的な考え方など計画の基本方針について記載していま

す。また、その実現に向けた計画の基本理念と４つのビジョン、８つの柱について記載しています。

■ 第2編 計画の具体的な展開

計画の基本理念を実現するための具体的な施策について記載しています。

PICK UP事業  ： ８つの柱ごとに特に重点的な事業について掲載

本紙掲載事業 ： 各局で展開する主要な事業について掲載

別紙掲載事業 ： 上記の事業を含め関連する都の事業と、都民・事業者の取組を掲載

略 称 正 式 名 称

総合計画 東京都男女平等参画推進総合計画

基本条例 東京都男女平等参画基本条例

女性活躍推進条例 東京都雇用・就業分野における女性の活躍を推進する条例

女性活躍推進法 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

配偶者暴力防止法 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

ストーカー規制法 ストーカー行為等の規制等に関する法律

本総合計画では、条例等の略称を以下のように表記しています。

東京都確認済み
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第1編
計画の基本方針

この計画の位置づけや男女平等参画を取り巻く社会的背景、都の基本的な考え方など、
計画の基本方針について取りまとめています。また、その実現に向けた計画の基本理念
と4つのビジョン、8つの柱について記載しています。

■ 第1編 計画の基本方針

この計画の位置づけや男女平等参画を取り巻く社会的背景、都の基本的な考え方など計画の基本方針について記載していま

す。また、その実現に向けた計画の基本理念と４つのビジョン、８つの柱について記載しています。

■ 第2編 計画の具体的な展開

計画の理念を実現するための具体的な施策について記載しています。

PickUP事業 ： ８つの柱ごとに特に重点的な事業について掲載（17事業）

本紙掲載事業： 各局で展開する主要な事業について掲載（○事業）

別紙掲載事業： 上記の事業を含め関連する都の事業と、都民・事業者の取組を掲載

（都民・事業者の取組については、令和８年（2026年）度末に掲載予定）

PwC内部確認中



第1章

計画の基本的枠組み

1.計画策定の趣旨

2.都の男女平等参画の現状と課題

3.計画改定にあたっての考え方

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ
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計画策定の趣旨(1) 東京都男女平等参画推進総合計画とは

 (2) 計画の位置づけ

 (3) 計画期間

 (4) 都及び国等の主な動き

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ



第１編 計画の考え方＞第１章 計画の基本的枠組み＞１．計画策定の趣旨

8

（1）東京都男女平等参画推進総合計画とは

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞1. 計画策定の趣旨

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

▮ 計画の趣旨

• 都は、平成12年（2000年）3月に東京都男女平等参画基本条例（以下、「基本条例」という。）を制定し、男女平等参画

の促進に関し、基本理念並びに都、都民及び事業者の責務を明らかにするとともに、平成14年（2002年）1月には、都

の施策及び都民・事業者の取組を総合的かつ計画的に推進するための行動計画を策定し、以降5年ごとに計画改定

を行い、様々な取組を推進してきました。

また、家庭内等における配偶者等暴力や、あらゆる場におけるセクシュアル・ハラスメントの禁止等についても基本条例

制定時に「性別による権利侵害の禁止」として定め、以降その対策に取り組んできました。

0515都作成

（１）男女が、性別により差別されることなく、その人権が尊重される社会

（２）男女一人一人が、自立した個人としてその能力を十分に発揮し、固定的な役割を強制されることなく、自己

 の意思と責任により多様な生き方を選択することができる社会

（３）男女が、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動及び政治、経済、地域その他の社会生活

における活動に対等な立場で参画し、責任を分かち合う社会

▮ 基本条例の基本理念
第3条そのまま転記済5/18
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第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞1. 計画策定の趣旨

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

0515都作成
• 国においては、平成11年（1999年）に制定された男女共同参画社会基本法に基づき、男女共同参画基本計画が策定されると

ともに、平成27年（2015年）には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が制定され、令和７年（2025年）の改正

では、10年の期限延長や情報公表の必須項目の拡大が定められました。

• 配偶者等暴力の防止に関しては、平成13年（2001年）４月に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が

制定され、配偶者暴力の防止や被害者保護に係る国や地方公共団体の責務が初めて明示されました。平成16年（2004年）の

改正では、都道府県による基本計画の策定が定められ、都道府県基本計画の指針となる「配偶者からの暴力の防止及び被害

者保護のための指針に関する基本的な方針」が定められ、都はこれを受けて、平成18年（2006年）３月に「東京都配偶者暴力

対策基本計画」を策定し、取組を進めてきました。

• これらの取組により、男女平等参画は着実に前進し、女性の活躍推進に対する社会の気運も高まってきました。しかし、今なお、

家庭や地域社会等のあらゆる場面で固定的性別役割分担意識は根強く残っており、雇用・就業分野における男女間格差も依

然として存在しています。配偶者暴力をはじめとする男女間の暴力や様々な形態の性犯罪・性暴力の防止に向けた対策につ

いても着実に実施してきましたが、引き続き積極的に取り組むべき課題です。

• 基本条例に掲げる基本理念の実現に向け、男女平等参画、女性活躍推進、配偶者暴力対策の施策を総合的かつ計画的に推

進していく観点から、都は、法定計画である「都道府県男女共同参画基本計画」、「都道府県女性活躍推進計画」、「都道府県

配偶者暴力対策基本計画」を一つの計画として、平成29年（2017年）に「東京都男女平等参画推進総合計画」を策定しました。

• さらに、誰もが生き生きと暮らす社会の実現に向け、雇用・就業分野において、女性がその個性や能力を発揮できる環境の整

備を一層推進するため「東京都雇用・就業分野における女性の活躍を推進する条例」を令和７年（2025年）12月に制定しました。

• 令和７年（2025年）４月、都は「東京都男女平等参画審議会」に対して総合計画の改定に当たっての「基本的考え方」を諮問し、

令和８年（2026年）４月に答申を受けました。この答申を踏まえ総合計画を改定し、都の男女平等参画施策を一層力強く推進し

ていきます。



第１編 計画の考え方＞第１章 計画の基本的枠組み＞１．計画策定の趣旨
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（2）計画の位置づけ

（基本的な考え方）

◼ 男女平等参画の促進に関する都の施策及び都民・事業者の取組を総合的かつ計画的に推進するために策定するもの

です。

（法令上の位置づけ）

◼ 男女共同参画社会基本法第14条に基づく都道府県男女共同参画計画及び基本条例第８条に基づく行動計画です。

◼ 女性活躍推進法第６条に基づく都道府県推進計画としての「東京都女性活躍推進計画」及び配偶者暴力防止法第2条

の3第1項に基づく都道府県基本計画としての「東京都配偶者暴力対策基本計画」を一体的に策定するものです。

（他の法令・計画等との関係）

◼ 都の基本計画である「2050東京戦略」を推進する計画であるとともに、他の法令や計画等との整合を図りながら策定しま

す。

◼ 令和７年（2025年）12月に制定した「東京都雇用・就業分野における女性の活躍を推進する条例」の趣旨を反映します。

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞1. 計画策定の趣旨

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

（3）計画期間
◼ 令和８年（2026年）度から令和12年（2030年）度までの５年間

略語は別のところで注釈がある前提
で書いています。

0515都作成
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞1. 計画策定の趣旨

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

再修正後0522

東京都女性活躍推進計画

東京都男女平等参画基本条例

女性活躍推進条例

具体的な行動計画

東京都配偶者暴力対策基本計画

法に基づく計画

東京都男女平等参画推進総合計画

2050東京戦略

条例の趣旨の反映

男女共同参画社会基本法

女性活躍推進法 配偶者暴力防止法

2050東京戦略で掲げるビジョン
実現に向けた取組の推進



第１編 計画の考え方＞第１章 計画の基本的枠組み＞１．計画策定の趣旨
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第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞1. 計画策定の趣旨

「男女共同参画社会基本法」制定

「男女共同参画基本計画」策定
（計画期間（施策）：

平成13～17年度）

「配偶者暴力防止法」制定
「育児・介護休業法」改正

男女平等参画のための東京都行動計画
「チャンス＆サポート東京プラン2002」策定
（計画期間：平成14～18年度）

「男女共同参画基本計画（第2次）」策定
（計画期間（施策）：

平成18～22年度）

「東京都配偶者暴力対策基本計画」策定
（計画期間：平成18～20年度）

「男女雇用機会均等法」改正

男女平等参画のための東京都行動計画
「チャンス＆サポート東京プラン2007」改定
（計画期間：平成19～23年度）

「東京都配偶者暴力対策基本計画」改定
（計画期間：平成21～23年度）

「第３次男女共同参画基本計画」策定
（計画期間（施策）：平成23～27年度）

男女平等参画のための東京都行動計画
「チャンス＆サポート東京プラン2012」改定
「東京都配偶者暴力対策基本計画」改定
（計画期間：平成24～28年度）

「東京都男女平等参画基本条例」制定

「東京都男女平等参画を進める会」設置都
の
取
組

国
等
の
取
組

都作成済

（4）都及び国等の主な動き
ファクトチェック
長濱さん依頼中5/18

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

「配偶者暴力防止法」制定
「育児・介護休業法」改正

「配偶者暴力防止法」改正 「配偶者暴力防止法」改正

「育児・介護休業法」改正

平成11   12          13         14          15        16         17          18          19         20          21         22          23          24         25         26



13

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞1. 計画策定の趣旨

「第４次男女共同参画基本計画」策定
（計画期間（施策）：平成28～32年度）
「女性活躍推進法」制定
国連総会において「SDGｓ」が採択

「東京都男女平等参画推進総合計画」策定
（男女平等参画のための行動計画及び女性
活躍推進計画、配偶者暴力対策基本計画）
（計画期間：平成29～33年度）
「女性も男性も輝くTOKYO会議」設置

「第５次男女共同参画基本計画」策定
（計画期間（施策）：令和３～７年度）

「育児・介護休業法」改正 

「政治分野における男女共同参画推進法」制定

「配偶者暴力防止法」改正
「女性活躍推進法」改正
「育児・介護休業法」改正 

「女性支援新法」
制定

「東京都男女平等参画推進総合計画」改定 
（男女平等参画のための行動計画及び女性
活躍推進計画、配偶者暴力対策基本計画）
 （計画期間：令和４～８年度）
「東京都男女平等参画基本条例」改正

「配偶者暴力防止法」改正

「育児・介護休業法」改正

「東京都雇用・就業分野における女性の活躍を推進する条例」制定

「女性活躍推進法」改正 
「配偶者暴力防止法」改正 
「独立行政法人男女共同参画機構法及び独
立行政法人男女共同参画機構法の施行に
伴う関係法律の整備等に関する法律」制定 

PwC作成完了

2015  2016 2017 2018  2019  2020  2021  2022 2023 2024  2025 2026

都作成済
「東京都女性活躍推進白書」策定

「東京都男女平等参画推進総合計画」改定 
（男女平等参画のための行動計画及び女性
活躍推進計画、配偶者暴力対策基本計画）
 （計画期間：令和８～12年度）

「育児・介護休業法」改正

「育児・介護
休業法」改正 

「第６次男女共同参画基本計画」策定
（計画期間（施策）：令和８～12年度）

平成27 28          29           30        令和元  2            3             4          5             6            7           8
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都の男女平等参画の
現状と課題(1) 男女平等参画を取り巻く社会的背景

 (2) 前計画における主な取組

(3)  都民意識の変化

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ



第１編 計画の考え方＞第１章 計画の基本的枠組み＞１．計画策定の趣旨
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（1）男女平等参画を取り巻く社会的背景

第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

• 日本の出生数は減少の一途を辿り、予想を超える速度で人口減少が加速しています。出生数は令和6 年（2024 年）には 
70 万人を下回り、国の将来推計（中位推計）よりも約 15 年早く少子化が加速しているのが現状です。

• 都については、総人口は 1,400 万人を超え、今後も人口の増加が続くものの、2030 年をピークに減少に転じる見込みです。

人口減少・少子高齢化 １

【出典】総務省「国勢調査」および
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」等より作成
（備考）2025年以降の東京都の人口は東京都政策企画局による推計

12,806 12,709 12,615 
12,326 12,012 

11,664 11,284 10,880 10,469 10,051 9,615 
9,159 

1,316 1,352 1,405 1,421 1,426 1,421 1,403 1,384 1,357 1,322 1,278 1,231 

0
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10,000
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14,000
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全国と都の人口推移

全国 東京都

（万人） 推計

元（1）男女平等参画を取り巻く状況
次案（1）男女平等参画に関する社会状況

出典リンク⇒「叶えたい」を支えたい

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

PwC内メモ

・出生数
https://www.mhlw.go.jp/toukei/s
aikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_
h2.pdf

・出生率の高位、中位、低位
（P.23-25の実数、単位には要注
意）
https://www.ipss.go.jp/pp-
zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_g
aiyou.pdf

政策企画局
2050東京戦略

子供室「叶えたい」
を支えたい

【出典】厚生労働省「人口動態総覧調査」および
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」より作成

【出典】厚生労働省「人口動向調査」および国立社会保険・人口問題研究所「日本
の将来推計人口（令和5年推計）」より作成

45

55

65

75

85

95

105

2015 2020 2025 2030 2035 2040

将来推計と比較（全国）

出生数 高位推計 中位推計 低位推計

70

約15年

０５２２
PwCグラフ作成完了
グラフ出典修正完了

https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/kodomoseisaku/book/202602-kanasasa-actionplan/#page=71
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/kodomoseisaku/book/202602-kanasasa-actionplan/#page=71
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/kodomoseisaku/book/202602-kanasasa-actionplan/#page=71
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf
https://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2023/pp2023_gaiyou.pdf
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

• 東京の将来人口を年齢階級別に見ると、2065年には2020年に比べ、年少人口（15歳未満）は23.8％、生産年齢人口は
19.2％減少する見込みです。

• また、高齢化率は、2035年には24.9%（約４人に１人が高齢者（65歳以上））となり、2050年以降は29％以上で推移する見込
みです。

出典リンク⇒2050東京戦略

＞PwC様
・高齢者を65歳以上で括ってください。
例：2015年の高齢者（計307万人になるイメージ）

2050東京戦略

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

都⇒ＰｗＣ様
●2020年と2050年、2065
年には、％を入れてくださ
い。
●出典は、元データのもの
を入れてください。
（0519）
→ご確認いただきありがと
うございます。対応いたし
ました。（PwC）

政策企画局
2050東京戦略

306 319 322 333 353 381 395 398 385 371 362 

893 928 951 949 925 879 849 825 807 783 750 

152 157 149 144 142 144 140 135 129 124 120 

0
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2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

年齢階級別人口の推計

老年人口（65歳以上） 生産年齢人口（15～64歳） 年少人口（15歳未満）

推計

(1,352) (1,405) (1,421) (1,426) (1,421) (1,403) (1,384) (1,357)
(1,322) (1,278) (1,231)

(年)

【出典】総務省「令和2年国勢調査に関する不詳補完結果」
※2025年以降は東京都政策企画局による推計
※グラフ上部の（ ）内の数字は、総人口。内訳の（ ）内の数字は、人口に占める割合
※四捨五入により、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

(29.3%)

(60.8%)

(9.9%)

(22.7%)

(66.1%)

(11.2%)

(29.4%)

(60.9%)

(9.7%)

０５２２
PwCグラフ作成完了
グラフ出典確認完了

(24.9%)

https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=55
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=55
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=55
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=55
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=441
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=441
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題
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• こうした状況下でも、都では、令和６年（2024年）は出生数の先行指標と言われる婚姻数が増加に転じ、令和７（2025）年も
4.8％増と、2年連続で大幅に増加しました。

• さらに、減少してきた都内出生数も、令和７年（2025年）は９年ぶりに増加し、1.3％増となりました。

出生数（速報値）に関するファクトシート

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

PwC内メモ
【全国】
・婚姻数
⇒2024年までは、下記P4
https://www.mhlw.go.jp/toukei/s
aikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_
h2.pdf
⇒2025年は、速報値の確認が必要
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00450011&tstat=0000
01028897&cycle=1&year=20250&
month=24101212&tclass1=00000
1053058&tclass2=000001053059&
tclass3val=0

【東京都】
https://www.hokeniryo.metro.toky
o.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodot
aitokei/tokyotozentai
（Excelを参照）

PwC内メモ
【全国】
・出生数
⇒2024年までは、下記P4
https://www.mhlw.go.jp/toukei/s
aikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_
h2.pdf
⇒2025年は、速報値の確認が必要
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00450011&tstat=0000
01028897&cycle=1&year=20250&
month=24101212&tclass1=00000
1053058&tclass2=000001053059&
tclass3val=0

【東京都】
https://www.hokeniryo.metro.toky
o.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodot
aitokei/tokyotozentai
（Excelを参照）

子供室
出生数（速報値）に関する

ファクトシート
【出典】厚生労働省「人口動態統計」より作成 【出典】厚生労働省「人口動態統計」より作成
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転入超過が続く中、
婚姻数減少

7.7万組

8.1万組

都 8.5万組

+5.9%
+4.8% 8.7万人

都 8.9万人

+1.3%

転入超過が続く中
でも、出生数減少

2025年は転入超過は
縮小したが出生数増加

（都・人） （全国・人）

０５２２
PwCグラフ作成完了
グラフ出典修正完了

https://www.kodomoseisaku.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/kodomoseisaku/260227_syusseisuu_factsheet_pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei24/dl/04_h2.pdf
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=1&year=20250&month=24101212&tclass1=000001053058&tclass2=000001053059&tclass3val=0
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

• 戦後の復興期、高度経済成長期を通じて、戦後日本の社会経済制度が構築され、人々の働き方や生活のあり方も、この社
会経済制度と整合性をとる形で形成されてきました。

• 高度経済成長期を通じて核家族化が進行し、女性が家事・育児を担い、男性が給与所得者として働くという固定的な性別
役割分業の形態が進み、税制、社会保障制度等の枠組も片働き世帯を標準として設計・構築されていました。

• バブル経済崩壊後の「失われた 30 年」とも言われる低成長時代においては、晩婚化・未婚化の進行、共働き世帯の増加、
高齢単身世帯の増加、急速に進行した経済のグローバル化による国際競争の激化などにより、社会環境は大きな変化を遂
げています。

社会経済環境の変化 2

「叶えたい」を支えたい
少子化対策の推進に向けた論点整理 2025

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

＞PwC様
・ピンク色の矢印は不要です。

PwC内メモ
【全国】
・初婚平均年齢
https://www.e-
stat.go.jp/dbview?sid=000341184
4

【東京都】
https://www.hokeniryo.metro.toky
o.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodot
aitokei/tokyotozentai
（Excelを参照）

PwC内メモ（※本件は2020年までのデータのみ）
【全国】
・50歳時の未婚割合
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fn
ame=T06-23.htm

【東京都】
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fn
ame=T12-37.htm

東京都から提供いただいた
データを基に作成
（リンクは下記）

11P_変わりつつある（就労職場）_共働き世帯数、専業主婦世帯数の推移（都）.xlsx

23

25

27

29

31

33

平均初婚年齢の推移（全国・都）

全国（妻） 全国（夫） 都（妻） 都（夫）

(歳)

都（夫）32.2歳
全国（夫）31.1歳
都（妻）30.7歳
全国（妻）29.8歳

0

500

1,000

1,500

1980 1990 2000 2010 2020

共働き世帯数、専業主婦世帯数

の推移（都）

専業主婦世帯 共働き世帯

1,258

604

（千世帯）

都⇒ＰｗＣ様
●出典入れてください。
（0519）
→ご確認いただきあり
がとうございます。出
典記載いたしました。
（PwC）

子供室
少子化対策の推進に向けた論

点整理 2025 
「叶えたい」を支えたい

0%

10%

20%

30%

40%

1970 1990 2000 2010 2015 2020

全国（女） 全国（男） 都（女） 都（男）

都（男）32.2%

全国（男）28.3%

都（女）23.8%

全国（女）17.8%

50歳時の未婚割合（生涯未婚率）の推移（全国・都）

【出典】厚生労働省「人口動態調査」より作成 【出典】国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集 2025」
より作成

【出典】総務省「国勢調査」より作成

０５２２
PwCグラフ作成完了
グラフ出典確認完了

https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/kodomoseisaku/book/202602-kanasasa-actionplan/#page=13
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/kodomoseisaku/book/rontenseiri2025/#page=14
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/kodomoseisaku/book/rontenseiri2025/#page=14
https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003411844
https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003411844
https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003411844
https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003411844
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kiban/chosa_tokei/jinkodotaitokei/tokyotozentai
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T06-23.htm
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T06-23.htm
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T06-23.htm
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T06-23.htm
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T12-37.htm
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T12-37.htm
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T12-37.htm
https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Popular/P_Detail2022.asp?fname=T12-37.htm
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/11P_%E5%A4%89%E3%82%8F%E3%82%8A%E3%81%A4%E3%81%A4%E3%81%82%E3%82%8B%EF%BC%88%E5%B0%B1%E5%8A%B4%E8%81%B7%E5%A0%B4%EF%BC%89_%E5%85%B1%E5%83%8D%E3%81%8D%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%80%81%E5%B0%82%E6%A5%AD%E4%B8%BB%E5%A9%A6%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%81%AE%E6%8E%A8%E7%A7%BB%EF%BC%88%E9%83%BD%EF%BC%89.xlsx?d=w10ce1d0ea938449293180cc22644669c&csf=1&web=1&e=KtGPlj
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/11P_%E5%A4%89%E3%82%8F%E3%82%8A%E3%81%A4%E3%81%A4%E3%81%82%E3%82%8B%EF%BC%88%E5%B0%B1%E5%8A%B4%E8%81%B7%E5%A0%B4%EF%BC%89_%E5%85%B1%E5%83%8D%E3%81%8D%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%80%81%E5%B0%82%E6%A5%AD%E4%B8%BB%E5%A9%A6%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%81%AE%E6%8E%A8%E7%A7%BB%EF%BC%88%E9%83%BD%EF%BC%89.xlsx?d=w10ce1d0ea938449293180cc22644669c&csf=1&web=1&e=KtGPlj
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/11P_%E5%A4%89%E3%82%8F%E3%82%8A%E3%81%A4%E3%81%A4%E3%81%82%E3%82%8B%EF%BC%88%E5%B0%B1%E5%8A%B4%E8%81%B7%E5%A0%B4%EF%BC%89_%E5%85%B1%E5%83%8D%E3%81%8D%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%80%81%E5%B0%82%E6%A5%AD%E4%B8%BB%E5%A9%A6%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%81%AE%E6%8E%A8%E7%A7%BB%EF%BC%88%E9%83%BD%EF%BC%89.xlsx?d=w10ce1d0ea938449293180cc22644669c&csf=1&web=1&e=KtGPlj
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/11P_%E5%A4%89%E3%82%8F%E3%82%8A%E3%81%A4%E3%81%A4%E3%81%82%E3%82%8B%EF%BC%88%E5%B0%B1%E5%8A%B4%E8%81%B7%E5%A0%B4%EF%BC%89_%E5%85%B1%E5%83%8D%E3%81%8D%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%80%81%E5%B0%82%E6%A5%AD%E4%B8%BB%E5%A9%A6%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%81%AE%E6%8E%A8%E7%A7%BB%EF%BC%88%E9%83%BD%EF%BC%89.xlsx?d=w10ce1d0ea938449293180cc22644669c&csf=1&web=1&e=KtGPlj
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/11P_%E5%A4%89%E3%82%8F%E3%82%8A%E3%81%A4%E3%81%A4%E3%81%82%E3%82%8B%EF%BC%88%E5%B0%B1%E5%8A%B4%E8%81%B7%E5%A0%B4%EF%BC%89_%E5%85%B1%E5%83%8D%E3%81%8D%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%80%81%E5%B0%82%E6%A5%AD%E4%B8%BB%E5%A9%A6%E4%B8%96%E5%B8%AF%E6%95%B0%E3%81%AE%E6%8E%A8%E7%A7%BB%EF%BC%88%E9%83%BD%EF%BC%89.xlsx?d=w10ce1d0ea938449293180cc22644669c&csf=1&web=1&e=KtGPlj
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あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

• また、近年、労働力の超過需要による人手不足感が強まっており、今後、生産年齢人口の減少も相まって、労働力不足の深刻
化が懸念されています。

• 日本男性の長時間労働者の割合は減少傾向にありますが、他国と比較すると、依然として高い状況にあります。

2050東京戦略

厚生労働省「令和７年版 労働経済の分析」第3章

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

厚生労働省のデータを基に
作成
（リンクは下記）

労働力需給ギャップの推計_元データ_厚労省.xlsx

長時間労働割合の国際比較

労働力供給
労働力需要
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労働力の需要と供給のギャップ

ギャップ 労働力需要

供給力不足

政策企画局
2050東京戦略
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35%
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長時間労働の割合（男性）
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ベルギー デンマーク スウェーデン フィンランド
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長時間労働の割合（女性）

日本 アメリカ カナダ イギリス
ドイツ フランス イタリア オランダ
ベルギー デンマーク スウェーデン フィンランド
ノルウェー

【出典】厚生労働省「令和6年度 労働経済の分析 人手不足
への対応」より作成

【出典】独立行政法人労働政策研究・研究機構
「データブック国際労働比較2022」より作成

【出典】独立行政法人労働政策研究・研究機構
「データブック国際労働比較2022」より作成

０５２２
PwCグラフ作成完了
出典修正完了

https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=55
https://www.spt.metro.tokyo.lg.jp/seisakukikaku/2050tokyo/#page=55
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/25/25-1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/25/25-1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/25/25-1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/25/25-1.html
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%8A%9B%E9%9C%80%E7%B5%A6%E3%82%AE%E3%83%A3%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%8E%A8%E8%A8%88_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF_%E5%8E%9A%E5%8A%B4%E7%9C%81.xlsx?d=wbf7b954a65b245f2bf12610e27f52af9&csf=1&web=1&e=uSepbY
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%8A%9B%E9%9C%80%E7%B5%A6%E3%82%AE%E3%83%A3%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%8E%A8%E8%A8%88_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF_%E5%8E%9A%E5%8A%B4%E7%9C%81.xlsx?d=wbf7b954a65b245f2bf12610e27f52af9&csf=1&web=1&e=uSepbY
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%8A%9B%E9%9C%80%E7%B5%A6%E3%82%AE%E3%83%A3%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%8E%A8%E8%A8%88_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF_%E5%8E%9A%E5%8A%B4%E7%9C%81.xlsx?d=wbf7b954a65b245f2bf12610e27f52af9&csf=1&web=1&e=uSepbY
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%8A%9B%E9%9C%80%E7%B5%A6%E3%82%AE%E3%83%A3%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%8E%A8%E8%A8%88_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF_%E5%8E%9A%E5%8A%B4%E7%9C%81.xlsx?d=wbf7b954a65b245f2bf12610e27f52af9&csf=1&web=1&e=uSepbY
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%8A%9B%E9%9C%80%E7%B5%A6%E3%82%AE%E3%83%A3%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%8E%A8%E8%A8%88_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF_%E5%8E%9A%E5%8A%B4%E7%9C%81.xlsx?d=wbf7b954a65b245f2bf12610e27f52af9&csf=1&web=1&e=uSepbY
https://jpnpwc.sharepoint.com/:x:/r/sites/JP-ADV-Cons-PS-SportsBusiness/Shared%20Documents/01_Project/11_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD/R8_%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E7%94%B7%E5%A5%B3%E5%B9%B3%E7%AD%89%E5%8F%82%E7%94%BB%E6%8E%A8%E9%80%B2%E7%B7%8F%E5%90%88%E8%A8%88%E7%94%BB%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%AE%9A/04_%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%95_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%8A%9B%E9%9C%80%E7%B5%A6%E3%82%AE%E3%83%A3%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%8E%A8%E8%A8%88_%E5%85%83%E3%83%87%E3%83%BC%E3%82%BF_%E5%8E%9A%E5%8A%B4%E7%9C%81.xlsx?d=wbf7b954a65b245f2bf12610e27f52af9&csf=1&web=1&e=uSepbY
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R7男女共同参画白書

東京都の女性活躍施策・成果のご紹介

子供の出生年別第１子出産前後の妻の就業経歴

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

• 生成ＡＩを含むＡＩ の技術革新により、今後、様々な領域でAIが人間の作業をサポートすることで労働環境が変化し、社会
の構造自体が大きく変革するほどのインパクトが起こることが見込まれます。

• 一方で、ＡＩのもたらし得るリスク（学習データの偏りによる性別役割分担意識の固定化、ＡＩ技術の悪用によるディープフェ
イク※１ポルノ等の人権侵害等）や、ＳＮＳ等のコミュニケーションツールの普及に伴い顕在化した課題等（エコーチェ ン
バー※2等による偏見・差別の助長、ＳＮＳ等を通じた誹謗中傷等の人権侵害、ＳＮＳの利用に起因する性犯罪等）は男女
間の意識の形成に様々な影響を与え、男女平等参画社会の実現を阻害する可能性が指摘されています。

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

AIによるリスク例の体系的な分類案

【出典】総務省・経済産業省「AI事業者ガイドライン（第1.2版）別添（付属資料）概要」
より作成

技術的リスク
（＝主にAIシステム特

有のもの）

AIシステムへの攻撃

出力段階のリスク

社会的リスク
AI

倫理・法に関するリスク

経済活動に関するリスク

情報空間に関するリスク
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20.9%

21.7%

21.8%

21.2%

21.1%

20.6%

22.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

AI利用の際に入力した情報が第三者に漏れる可能性があること

実在する人物の精巧なフェイク映像や音声、実在しない景色や人物などの画像を本物であると思ってしまう可能性があること

AIによる不適移設な判断が、結果として人間の生命や身体に損害を与える可能性があること

オリジナルに類似したコンテンツが生成される可能性があること

差別や偏見を助長するコンテンツが生成される、または学習を通じてそうしたコンテンツが生成される可能性があること

専門資格がなければ断定できないことをAIが回答する可能性があること

質問に対するAIの回答が事実ではない可能性があること

AIの回答の根拠や判断の理由について、十分な説明がされない可能性があること

悪意のあるものによって、AIを犯罪等に利用される可能性があること

多くの人が同じAIモデルを使うことで、意見や回答が類似し多様性が失われてしまう可能性があること

非常にリスクだと感じる どちらかといえばリスクだと感じる どちらかといえばリスクだと感じない まったくリスクだと感じない わからない

用語説明⇒済

※１ 「ディープフェイク」とは「ディープラーニング（深層学習）」と「フェイク（偽物）」を組み合わせた造語で、本物又は真実であるかのように誤って表示し、人々が発言又は行動していない
言動を行っているかのような描写をすることを特徴とする、AI 技術を用いて合成された音声、画像あるいは動画コンテンツのことをいう。（総務省「令和 6 年版情報通信白書」p49）

※２ 「エコーチェンバー」とは、SNS 等で、自分と似た興味関心を持つユーザーが集まる場でコミュニケーションする結果、自分が発信した意見に似た意見が返ってきて、特定の意見や思
想が増幅していく状態をいう。（総務省「令和 5 年版情報通信白書」p30）

【出典】総務省「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」より作成

０５２２
PwCグラフ作成完了
出典確認完了

AI利用リスクに関する考え方

https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r07/zentai/pdf/r07_10.pdf
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r07/zentai/pdf/r07_10.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/assets/document/Tokyo_Women_Initiatives_Report_Digital_Book_JP.pdf
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

• 就業率は、近年男女ともに上昇傾向にあり、令和７（2025）年では、15～64歳の女性は75.3％、25～44歳の女性は83.7％、
15～64歳の男性は84.6％になっています。

• 第１子出産前に就業していた女性の就業継続率（第１子出産後）は上昇傾向にありますが、約３割の女性は出産を機に離
職しています。

女性参画の状況 3

R7男女共同参画白書

女性就業率の推移

子供の出生年別第１子出産前後の妻の就業経歴

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

下記ページの「基本集計：全
国・時系列表」、Ⅰ-A-2の年
齢階級別15歳以上人口、労働
力人口及び非労働力人口（女
性）のExcelデータより集計
の必要あり
https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200531
&tstat=000001226891&cycle
=7&year=20250&month=0&
tclass1=000001227003&res
ult_back=1&cycle_facet=tcl
ass1&tclass2val=0

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」より作成

これ入れる
↓

都⇒ＰｗＣ様
●元のグラフの赤枠内
も作成してください。
これが重要なので。
（0519）
→ご確認いただきあり
がとうございます。当
該部分作成いたしまし
た。
→ありがとうございま
した。（0521）

5.5% 8.1% 11.2% 15.3% 21.1%
31.6%

42.6%
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40.8%
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妊娠前から無職 不詳

出産退職
30.5%

就業継続
69.5%
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（100%）
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女性就業率の推移（全国）

就業率（15～64歳女性） 就業率（25～44歳女性）
就業率（15～64歳男性）

【出典】総務省「労働力調査（基本集計）」より作成

０５２２
PwCグラフ作成完了
出典確認完了

https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r07/zentai/pdf/r07_10.pdf
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r07/zentai/pdf/r07_10.pdf
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題
0515都作成

⇒グラフ作成お願いします。0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

• 家事・育児等にかける1日の平均時間を見ると、男性は3時間29分、女性は7時間48分で、その差は4時間19分となって
います。

• 所定内給与額の女性の男性に対する割合は、70％台半ばの水準で推移しています。

【出典】東京都生活文化局「令和7年度 男性の家事・育児実態調査」より作成

男性 女性

育児時間 家事時間 介護時間

令和7年度

14分

4時間19分差

計3時間29分 計7時間48分

1時間55分

1時間18分

4時間41分

2時間53分

16分

410.3 396.8
412.8 409.6

440.8

302.7 302.5 311.2 299.2
338.4

73.8% 76.2% 75.4% 73.0%
76.8%
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令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

所定内給与額男女間格差の推移（都）

男性 女性 女性の男性に対する割合

（千円） （%）男性と女性の家事・育児関連時間（都）

令和７年度 男性の家事・育児実態調査結果

令和5年度 令和7年度

14分

2時間11分

1時間32分

10分

5時間43分

3時間30分

16分

1時間55分

1時間18分

14分

4時間41分

2時間53分

5時間26分差

4時間19分差

計3時間57分 計9時間23分 計3時間29分 計7時間48分

【出典】厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成

０５２２
PwCグラフ作成完了
出典修正完了

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/danjo/wlb_top/0000001374/R7chosa
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/danjo/wlb_top/0000001374/R7chosa
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あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

第1回総会資料

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

• 企業の管理職に占める女性の割合は全国で13.1％、都は15.2％で全国平均を上回っています。

【出典】厚生労働省「令和6年度雇用均等基本調査」および
東京都産業労働局「令和7年度東京都男女雇用平等参画状況調査」より作成

第1回総会資料

＞PwC様
国：令和６年度＝13.1％
を追加してください。（出典
も年次更新）
→対応済み

産労局

男女雇用平等参画状
況調査

０５２２
PwCグラフ作成完了

出典確認完了

ＰｗＣ様（0525）
こちらのグラフに都のみ、Ｒ７年度＝

15.7％を加えていただけますか。
↓こんな感じで。

→対応いたしました（PwC）
→ありがとうございました！岡本

12.4% 12.3% 12.7% 12.7% 13.1%

9.8%
10.9%

11.9%
10.6%

15.2% 15.7%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

管理職（課長相当職以上）に占める女性の割合（全国・都）

全国 東京都

都：従業員規模30人以上の事業所
全国：企業規模10人以上

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seikatubunka/070418_h4
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seikatubunka/070418_h4
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seikatubunka/070418_h4
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seikatubunka/070418_h4
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seikatubunka/070418_h4
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/seikatubunka/070418_h4
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題
0515都作成

⇒グラフ作成お願いします。

東京都の女性活躍施策・成果のご紹介

• 平成27年（2015年）に国連で決定された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の目標５において、令和12年（2030年）までに、政
治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの
機会を確保することが掲げられており、これに沿って各国で取組が加速しています。

• 国際社会の状況と比較すると、世界経済フォーラムが令和７年（2025年）６月に発表したジェンダー・ギャップ指数2025では、
日本は148か国中118位となっています。「教育」と「健康」の値は世界トップクラスですが、「政治」と「経済」における値が低く
なっています。

東京都の女性活躍施策・成果のご紹介

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

経済

(112位/148か国)

教育

(66位/148か国)

政治

(125位/148か国)

健康

(66位/148か国)

平均 アイスランド 日本

ジェンダー・ギャップ指数 分野ごとの日本の順位と比較（2025年）

【出典】World Economic Forum「Global Gender Gap Report 2025」より作成

＞PwC様
ご作成ありがとうございます。
順位のリストも入れていただ
けますか
平均のグレー線を見やすくし
てください。
→対応済み

1位 アイスランド

2位 フィンランド

3位 ノルウェー

4位 英国

101位 韓国

103位 中国

117位 アンゴラ

118位 日本

119位 ブータン

G7首位

G7最下位

０５２２
PwCグラフ作成完了
出典確認完了

https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/assets/document/Tokyo_Women_Initiatives_Report_Digital_Book_JP.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/assets/document/Tokyo_Women_Initiatives_Report_Digital_Book_JP.pdf
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

• 都内の各相談機関における配偶者暴力相談件数は、平成30年（2018年）度以降５万５千件を超える状態で高止まりしてい
ます。

配偶者暴力 4

男女課ＨＰ

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。

【出典】東京都生活文化局「東京都の配偶者暴力相談等件数の推移（令和6年度）」より作成
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都内各相談機関における配偶者暴力相談件数の推移

都支援センター計 警視庁 区市町村計 合計

（件）

０５２２
PwCグラフ作成完了
出典確認完了

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/danjo/dv/0000000645
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第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

• 都が設置する配偶者暴力相談支援センターの一時保護件数は減少傾向にあります。

男女課ＨＰ

0515都作成
⇒グラフ作成お願いします。
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配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数の推移（都）
（件）

643
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436 457
508 497

540 560
501

460

382 384 371
308

266 264 244

【出典】東京都生活文化局「東京都の配偶者暴力相談等件数の推移（令和6年度）」より作成

０５２２
PwCグラフ作成完了
出典確認完了

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/danjo/dv/0000000645
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（2）前計画における主な取組

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

◼ 前総合計画は、「女性も男性も自らの希望に応じて輝ける、誰にとっても住みやすい社会の実現」に向け、人々の行動

変容につながる「意識改革」を促進するほか、コロナ禍を契機にした働く場での環境整備等に対応してきました。

◼ 特に、「誰もが安心して働き続けられる社会の仕組みづくり」、「根強い固定的性別役割分担意識等の変革」及び「男女

間のあらゆる暴力の根絶に向けた多様な主体による取組」を中心に都の施策を推進するとともに、都民・事業者と連携

し、男女平等参画社会の実現に向けた自主的な取組を促してきました。

◼ また、男女平等参画施策の総合的な推進に資するため、男女平等参画の状況、男女平等参画施策の実施状況等につ

いて、年次報告を作成し公表してきました。

◼ さらに、民間団体及び学識経験者等で構成される「女性も男性も輝くＴＯＫＹＯ会議」を総合計画の推進に向けた第三

者機関に位置づけ、総合計画の取組の進行管理を行うとともに、意見及び助言を受けてきました。

PwC作成完了
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第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

• 「女性活躍の輪～Women in 
Action～」（WA）の下、女性活躍
に向けた気運を醸成

• 都内の女性の就業率は着実に
増加。いわゆるＭ字カーブの底
は浅くなり、女性の就業継続状
況は改善

１ ライフ・ワーク・バランスの実現と
働く場における女性活躍の推進

• 基本条例を改正し、都の審議会
等におけるクオータ制を導入。令
和７年（2025年）度においては、
目標の40％を超える47.4%

• 男性育業取得率が６割を超える※

など、男性の育児参加を促進

※都内事業所に勤務する男性従業員の育業取得率

2 男女平等参画の推進に向けた
マインドチェンジ

• 区市町村での配偶者暴力相談
支援センター機能整備を支援。
令和８年（2026年）度現在、23団
体まで増加

• 配偶者暴力の実態等への理解
を深める事業を東京ウィメンズ
プラザで実施

3
配偶者暴力対策

57.1%

59.8%

R2 R6

女性の就業率（都・15歳以上）

【出典】東京都「東京の労働力（労働力調査結果）」より作成
※総務省統計局が実施している「労働力調査」より提供され
たデータを東京都にて集計

【出典】東京都生活文化局調べ

都の審議会等における女性委員任用率実績

35.0 

40.0 40.0 

32.9 

35.8 

38.7 

40.7 

45.7 
47.2 47.4 

R2 R3 R4.4 R4.8 R5 R6 R7

任用目標 任用実績

【出典】東京都生活文化局調べ

（団体数）

都内区市町村で配偶者暴力相談支援
センターの機能整備済の団体数の推移

17
19 20 20

22 23

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

PwC作成完了
0522出典修正完了
→暴力相談支援センターの団体
数の推移についてのみ、ウェブサ
イト等では時点版の情報のみが
公開されており、審議会資料を参
照させていただきましたため、そ
ちらの出典の表記と合わせており
ます。

要確認
→（都・15歳以上）と追記

参考：男性73.9%→74.1％



第１編 計画の考え方＞第１章 計画の基本的枠組み＞１．計画策定の趣旨

30

(3)   都民意識の変化

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

「男女平等参画に関する世論調査」
都では、都民の意見や意識を把握し、行政運営の参考にすることを目的に、世論調査を実施しています。

令和７年(2025年)度に、男女平等参画に関する都民の意識について調査しました。

◼ 調査目的

男女平等参画に関する都民の意識等を調査し、今後の男女平等参画施策の基礎資料として活用する。

◼ 調査項目

(1) 男女平等参画

(2) 無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）

(3) 東京ウィメンズプラザ

(4) 社会活動・地域活動への参加

(5) 男女間の暴力

(6) 男女平等参画社会、女性が活躍できる都市
◼ 調査設計

(1) 調 査 対 象 ：東京都全域に住む満18歳以上の男女個人

(2) 標本抽出方法 ：住民基本台帳に基づく層化二段無作為抽出法

(3) 調 査 方 法 ：郵送法（郵送配布・郵送回収、ＷＥＢ〔インターネット〕回答併用）

(4) 調 査 期 間 ：令和 7 年 8 月 22 日～9 月 21 日

◼ 回収結果

(1) 回収率 ：40.4％ （有効回収標本数1,615標本／標本数4,000標本）

◼ 人々の意識改革を促進してきた結果、男女平等に関する意識は着実に改善しており、固定的性別役割分担意識を否

定する割合の増加や、男女が共に働き、家庭や社会で役割を担うことへの理解の広がりが見られます。

◼ 一方で、男女の地位の平等感については、「政治」や「社会通念・習慣・しきたり」などの分野において依然として男女差

が大きく、改善は見られるものの、他の分野と比較して平等の実感が低い状況が続いています。

◼ また、職場や家庭においても、依然として女性に負担が偏っているとの認識が一定程度存在しています。

◼ さらに、行政に対しては、育児や介護と仕事の両立を支える制度や社会的仕組みの充実に関する意見が多く寄せられ、

女性の就業継続やキャリア形成に関する後押しを求める声も多く寄せられています。

PwC作成完了

男女平等参画に関する世論調査
|3月|都庁総合ホームページ

https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
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第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞2. 都の男女平等参画の現状と課題

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

• 「東京は女性が活躍できる都市
だと思う」方は80.2％で、前回調
査より約13ポイント上昇

• 「2050東京戦略」の政策目標
80％以上（2035年目標）を前倒
しで達成

1 東京における女性活躍の
意識の高まり

• 「男性の方が優遇されている」と
感じている方の割合が社会全体
で約７割

• 「男性の方が優遇されている」と
感じている割合が高いのは「社会
通念等※」、 「職場」、 「家庭生
活」

※社会一般に通用している社会通念・慣習・しき
たりなど

2 男女の地位の平等感の開きは
いまだ存在

• 家事・育児や介護等と仕事との
両立支援を求めている方は約６
割を超える

• 働き方や女性登用に対する要望
も約４割あり

3 社会的制度の充実に対する
要望の割合が高い

女性が活躍できると思う割合 男女の地位の平等感
男女平等参画社会の形成に向けた
行政への要望

女性優遇男性優遇

79.9%

74.7%

53.9%

53.4%

2.7%

4.8%

10.0%

10.3%

＋13.3pt増

PwC作成完了

男女別も下にのせ
る令和7年のみ

令和7年に変更

①政治を取って高い順に並べかえ （社会通念
等・職場・家庭生活の順）体」②その下に「社会
全体」を入れる。
③線で区切って令和２年の「社会全体」を入れる

0515都作成
⇒グラフ修正お願いします。

男女平等参画に関する
世論調査|3月|都庁総合
ホームページ」
出典も入れてください。

【出典】東京都政策企画局
「男女平等参画に関する世論調査」より作成

そう思う, 

82.3%

80.4%

80.2%

66.9%

男性

女性

全体

令和2年（全体）

令和7年

男性優遇, 

74.7%

53.9%

53.4%

67.7%

71.4%

女性優遇, 

4.8%

10.0%

10.3%

9.2%

2.1%

社会通念等

職場

家庭生活

社会全体

社会全体（令和2年）

令和7年

【出典】東京都政策企画局
「男女平等参画に関する世論調査」より作成

0519PwC
⇒グラフを修正しております

0522出典修正完了

【出典】東京都政策企画局
「男女平等参画に関する世論調査」より作成

追記

https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
https://www.metro.tokyo.lg.jp/information/press/2026/03/2026030501
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計画改定にあたって
の考え方

(1) 総合計画が目指すべき社会と基本的な考え方

 (2) 配偶者暴力対策を進めるに当たっての視点

(3) 東京ウィメンズプラザの機能強化

 (4) 伝わるための広報活動

 (5) 女性活躍の輪～Women in Action～

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

東京都様←PｗC

・ここは今回新たに計画を作るにあたって意識すべきポイントを述べる
章でしたので、以下の流れで構築しています。
・計画改定にあたって、総合計画の２つの柱である男女平等参画と配
偶者暴力のこれまでとこれからを記載、加えて新計画のアクションイン
フラとしてウィメンズプラザと他主体との連携強化、計画の裨益者でも
あり担い手ともいえる都民理解向上/機運醸成に向けた広報の強化、
という４つの視点を踏まえました、という流れにしています
・そのため、特に前半２つの項目は、前計画をそのままサマリーする
のではなく、趣旨や理念を示しつつ、それを踏まえた今後まで示して
「計画改定の考え方」という本章の趣旨に沿った記載にしています。

(1) 総合計画策定にあたっての基本的な考え方

(2） 個別事項における視点

① 東京ウィメンズプラザの機能強化

② 配偶者暴力対策を進めるにあたっての視点

③ 女性活躍の輪～Women in Action～

都⇒ＰｗＣ様
●1行増やしたので、タテが枠に入ら
なくなりました。マスターそのもの
を広げていただきたいです。
→対応済
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（1）総合計画策定にあたっての基本的な考え方

【男女ともに自分らしく希望する生活ができる社会の実現】

〇 人生を送るうえで誰もが迎えうる人生の様々な段階や節目において、就学や、就職、結婚等の選択、仕事と育児・介護

等との両立、費用の負担など様々な状況に直面します。その際も、誰もが性別にかかわらず、自らが希望する生き方を

選択できるようになることが重要です。

〇 そのため、人生のライフステージやライフイベントに応じた切れ目のない支援のほか、ひとり親など様々な困難に直面す

る方々への支援が必要です。

〇 男女ともに、生活と仕事の調和が図られ、職業生活だけでなく、家庭や地域においても充実した生活を送ることが重要

です。家庭における家事・育児・介護等の分担への気づきや地域への参画を支援します。

〇 家庭生活や職業生活などにおいて個々の能力を十分に発揮するためには、健康であることが前提になります。生涯を

通じて健康を保持し社会に参画するため、男女の健康への支援や相互理解のための普及啓発等を行います。

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞3. 計画改定にあたっての考え方

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

 総合計画は、基本条例の趣旨に則り、誰もが性別にかかわりなく個人として尊重され、男女が対等な立場であらゆる活動

に共に参画し、責任を分かち合う男女平等参画社会の実現を目指します。

 また、都市としての課題が先鋭的に表れる日本の首都・東京として、国内における取組を牽引していきます。

0515都作成
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第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞3. 計画改定にあたっての考え方

【雇用・就業分野における女性活躍の推進】

〇 仕事と育児・介護等の両立支援策の充実により男性の育業取得が進むなど、性別にかかわらず働きやすい環境整備が進

 み、女性の就業率も向上していますが、一方で、その半数は非正規雇用であり、管理職に占める割合も低い水準に留まっ

ています。また、長時間労働や女性への家事・育児等の負担の偏り、固定的な性別役割分担もいまだ根強く残っています。

〇 人口減少社会が到来し、産業構造も変化する中、東京が今後も持続的な発展を遂げていくためには、人口の半分を占める

女性の活躍が鍵であり、働く場において女性が個性や能力を発揮して活躍することを推進するため、令和７年(2025年)12月、

女性活躍推進条例を策定しました。

〇 女性の進学や職業選択等に影響を及ぼすことがある性別に関する「無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス） 」につい

て関心と理解を深めていくために必要な情報の提供や、女性のキャリアチェンジ・キャリアアップを応援することなどにより、

 雇用・就業分野における女性の選択肢を拡げるための取組を推進していきます。

〇 また、仕事と家庭の両立支援制度が利用しやすい組織風土の醸成や女性の就労環境の向上など、男女ともに働きやすい

職場環境づくりを目指していきます。

0515都作成
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【男女平等参画を阻む意識の改革や環境整備】

〇 誰もが性別に捉われず、自分らしく生きていけるようになるためには、固定的な性別役割分担意識の解消や性別に関する

「無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）」への取組など、男女平等参画を阻む意識の改革が必要です。

〇「無意識の思い込み」は誰にでもあり、それに気づかずにいると、自分自身の挑戦や物事を改善する機会を逃したり、意図

せず周囲を傷つけたりする等、様々な影響があるため注意が必要です。また、年齢を重ねるにつれ、周囲の大人の言動等

の影響により、性別に関する「無意識の思い込み」を抱くことが考えられるため、大人と子ども双方への働きかけが重要です。

〇 男女ともに安心して社会参画できる環境づくりに取り組むことも重要です。痴漢をはじめとした犯罪・迷惑行為の防止、

セクシュアル・ハラスメント行為等の防止に取り組みます。

〇 子供・若年層に対する性犯罪・性暴力に対しては、相談窓口の開設や予防のための広報・啓発等を行います。

〇 デジタル技術の進展に伴い被害が一層多様化し、新たな形の暴力が顕在化する中、インターネット上の性的な暴力やハ

ラスメントについて、被害者にも加害者にもならないようにするという観点から、ＳＮＳの適切な利用等に関する啓発の推進

等適切な取組を実施します。

○ 誰もが社会参画しやすい設備等の整備、女性の視点を生かした災害対応などに取り組みます。

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞3. 計画改定にあたっての考え方

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

0515都作成

女活ラインに
確認

＞後藤代理
こちら短期間でご確認をいただきあり
がとうございました！

２パラ目を１行減らして３行にしてい
ただくことは可能でしょうか。

0525朝に後藤代理に３行に修正いただいた案

ＯＫ
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第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞3. 計画改定にあたっての考え方

【配偶者暴力対策】

〇 配偶者等への暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、被害者の心身を深く傷つけ、その後の人生に

も深刻な影響を及ぼすものです。男女平等参画社会の形成を阻害する要因であり、その根絶を目指します。

〇 暴力の被害者に対しては、被害者に寄り添った十分かつ専門的な支援を行う必要があり、関係機関や民間団体と連携

し、「予防啓発・早期発見」「相談」「保護」「自立支援」に至る切れ目のない支援を、性別や国籍等を問わず実施します。

〇 被害者への支援にあたっては、関係機関・民間団体の横の連携が重要です。各機関・団体との連携をこれまで以上に

強化し、被害者への早期かつ漏れのない支援を図っていきます。

〇 また、被害者支援の一環として加害者プログラムの実施を推進します。

〇 交際相手からの暴力（いわゆるデートＤＶ）についても、相談支援に取り組むとともに、予防啓発を充実します。

〇 男性・女性、高齢者、障害者、外国籍の方など、多様な被害者に対応していきます。

0515都作成

配暴ラインに
確認→反映済
み

男女平等参画社会の実現を目指し、男女で異なる課題やニーズを踏まえ、

あらゆる取組に男女平等参画の視点を取り入れていきます。
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（2）個別事項における視点

① 東京ウィメンズプラザの機能強化

◼ 東京ウィメンズプラザは、平成７年（1995年）に東京ウィメンズプラザ条例により設置され、豊かで平和な男女平等参画

社会の実現に向け、都民と行政が協力して取り組む具体的・実践的な活動の拠点として、講座・研修、活動の場の

提供、情報提供、相談等の事業を行ってきました。

◼ 平成14年（2002年）からは、「配偶者暴力相談支援センター」の機能も加わり、配偶者からの暴力被害相談、配偶者暴力被害

者の支援、暴力防止のための各種事業を実施してきました。

◼ 近年、男女共同参画機構法の制定など国の制度整備が進み、「男女共同参画センター」が法定化され、関係者相互間の連

携と協働を促進するための拠点として位置付けられました。東京ウィメンズプラザも、都の「男女平等参画センター」として、地

域の実情に応じた男女平等参画を進めるにあたり、リサーチ機能を強化し、各種関係団体など関係者の核となって施策を展

開するとともに、連携・協働の拠点としての機能を担っていく必要があります。

◼ 男女平等参画の推進には、様々な課題の把握や、行政のみならず、企業、大学・研究機関、NPO・民間団体など多様な主

体との連携が不可欠です。このことから、東京ウィメンズプラザが中核となって、関係機関や民間団体等を対象にした調査の

実施に加え、多様な主体を結び付け、連携を強化するとともに、施策を包括的に展開する仕組みを作ることで、都内全域に

おける男女平等参画推進の一翼を担っていきます。

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞3. 計画改定にあたっての考え方

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

• 東京ウィメンズプラザは、男女平等参画社会の実現に向け
た都の拠点施設として設置され、相談、情報提供、普及啓
発、人材育成などの機能を担ってきました。

• 近年、男女共同参画機構法の制定など国の制度整備が進む
中で、広域自治体としての役割を踏まえ、都内全域を支え
る中核的機能の強化が求められています。こうした背景か
ら、施策推進の拠点としての機能を一層高める必要があり
ます（答申第２章）。

• 男女平等参画の推進には、行政のみならず、企業、大学・
研究機関、区市町村、NPO・民間団体など多様な主体との
連携が不可欠です。

• 現状では取組が個別に行われる傾向も見られるため、知見
や資源を共有し、広域的に展開する仕組みの強化が課題と
なっています。東京ウィメンズプラザを中核として、これ
らの主体を結び付け、連携を促進することが求められてい
ます（答申第２章）。

• ↓0423_2330 澄川OK
東京ウィメンズプラザは、男女平等参画社会実現に向けた都の拠点施設として、相談、

情報提供、普及啓発、人材育成等の機能を担ってきました。

近年、男女共同参画機構法の制定など国の制度整備が進む中で、広域自治体としての
役割を踏まえ、都内全域を支える中核的機能の強化が求められており、施策推進
の拠点としての機能を一層高める必要があります。

男女平等参画の推進には、行政のみならず、企業、大学・研究機関、区市町村、
NPO・民間団体など多様な主体との連携が不可欠です。

現状では取組が個別に行われる傾向も見られるため、知見や資源を共有し、広域的に
展開する仕組みの強化が課題となっています。東京ウィメンズプラザを中核とし
て、これらの主体を結び付け、連携を促進することが求められています。

【広域拠点としての機能「の」強
化】
• 東京ウィメンズプラザは、都の男
女共同参画センターとして広域的
な役割を担っています。

• 区市町村や関係機関を支える中核
拠点として、相談・情報発信・人
材育成機能を一体的に強化し、全
都的な施策展開を推進することが
求められています。
（答申第２章）

0423＿2330 澄川Ok

【既存リソースの活用】
• 年間約3万件の相談実績や約7万冊
の図書資料、学識経験者や民間団
体とのネットワークなど多様な資
源を有しています。

• これらの既存リソースを十分に活
用し、施策の効果的な展開や情報
発信機能の強化につなげることが
必要です。
（答申第２章）

• 0423＿2330 澄川Ok

【運営体制の強化】
• 男女共同参画機構法や関連ガイド
ラインを踏まえ、適正かつ円滑な
運営を確保する必要があります。

• 機能強化を支えるため、必要な予
算や人員体制を確保し、持続的か
つ実効性のある施策推進体制の整
備が求められています。
（答申第２章）

• 0423＿2330 澄川Ok

https://www.gender.go.jp/pol
icy/chihou_renkei/pdf/guideli
ne_gaiyo.pdf

0515都作成
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あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

【わかりやすい情報発信の推進】
• 総合計画に基づく施策は多岐に

わたり、個別に発信されること
で全体像や意義が都民に十分伝
わりにくい状況があります。

• このため、施策の目的や目標、
成果を関連付けて一体的に示し、
都民にとって理解しやすい形で
周知することが重要です。

• 特に、テーマごとに関連する事
業を一連で紹介するなど、部局
横断的な情報発信を行うことで、
男女平等参画の視点を社会全体
に浸透させる必要があります。
（答申第２章）

• 04232330_澄川OK

【都民参画の促進と双方向性の確
保】
• これまで都は、総合計画の改定

に当たりパブリックコメントを
実施し、都民から幅広く意見を
収集してきましたが、計画策定
後における継続的な意見把握の
仕組みは十分とは言えない状況
です。

• 男女平等参画施策は都民の意識
や行動と密接に関わるため、主
体的な参画を促す環境整備が重
要です。

• 意見を送ることができる場や機
会を確保し、双方向のコミュニ
ケーションを通じて施策への理
解と関与を高める必要がありま
す。
（答申第２章、審議会資料）

• 04232330_澄川OK

【施策理解の深化と行動変容の促
進】
• 男女平等参画に関する施策は一

定程度認知されているものの、
その目的や意義が十分に理解さ
れていないことが課題です。

• 都の世論調査でも、男女平等が
実現していると実感している割
合は高くなく、意識と実態の乖
離が見られます。

• このため、施策の成果や社会へ
の影響を具体的に示し、理解を
深める取組が必要です。

• 施策の意義が共有されることで、
意識の変化や行動変容につなが
ることが期待されます。
（答申第２章、東京都世論調
査）

• 04232330_澄川OK

（メモ）
下のボックスが何を表すかわから
ないため、ボックス全体に対する
サブタイトルが必要
（伝わる広報を進めていくための
視点等）

• 広域的に事業を展開するとともに、職員・
相談員等の人材育成に資する講座・研修
等を通じて、都内区市町村の事業推進に
対する支援強化を行います。

• 区市町村等の男女平等参画センターとの
連携強化を図ることで、男女平等参画推
進の基盤強化を図ります。

1
• 年間約3万件の相談実績や約7万冊の図書資
料、学識経験者や民間団体とのネットワークなど
の資源を有しています。

• 保有する資源を区市町村、企業、大学・研究機関、
民間団体等の多様な主体と共有を図ることで、相
談対応・情報発信・人材育成機能を一体的に強
化し、施策を展開していきます。

既存リソースの効果的な活用 2

• 男女平等参画推進の拠点として、専門性の
ある人材の配置や育成を進め、持続的かつ
実効性のある運営体制を整備・強化する必
要があります。

• 専門性のある人材による事業企画力を強化
するとともに、相談内容をＡＩを活用し、様々
な角度から分析することで、相談の質向上を
図りながら、施策立案にも活用していきます。

運営体制の整備 3広域拠点機能の強化

0515都作成
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② 配偶者暴力対策を進めるにあたっての視点

◼ 配偶者等からの暴力は、家庭内で行われるため外部から

把握しにくく、被害が潜在化・深刻化しやすい重大な人権

侵害です。身体的暴力に限らず、精神的・経済的暴力等も

含まれ、被害者の生活や心身に深刻な影響を及ぼします。

◼ 都においても相談件数は高い水準で推移しており、被害が

相談につながりにくい状況や、男性被害を含む多様な被

害への対応も必要です。

◼ こうした状況を踏まえ、暴力の予防啓発・早期発見から保

護、自立支援まで切れ目のない支援体制の整備が重要と

なっています。

第1編 計画の基本方針＞第1章 計画の基本的枠組み＞3. 計画改定にあたっての考え方

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

配偶者暴力相談件数の推移（東京都）

配偶者からの暴力の被害経験（全国）

【出典】東京都生活文化局調べ

（件数）

配偶者からの暴力の相談経験（全国）

【出典】内閣府男女共同参画局「男女間における暴力に関する調査報告書」（令和5年度）より作成

PwC作成完了

0515都作成
⇒グラフ修正お願いします。

→PwC対応済（0520）
→PwC出典修正完了（0522）

上の件数の推移は削除し、下のグラフをもう少し
大きく見やすく、総数のグラフも入れてください。

7.3%

13.2%

10.7%

14.7%

14.3%

14.5%

77.5%

71.7%

74.2%

0% 50% 100%

男性

女性

総数

何度もあった 1、2度あった まったくない 無回答

39.9%

60.6%

52.8%

57.2%

36.3%

44.2%

2.9%

3.1%

3.0%

0% 50% 100%

男性

女性

総数

相談した 相談しなかった 無回答

【出典】内閣府男女共同参画局「男女間における暴力に関する調査報告書」（令和5年度）より作成7,174 

(76.8%)

2,162 

(23.2%)

女性 男性

配偶者からの暴力事案 相談者の性別（都・警視庁）

【出典】警視庁
「配偶者からの暴力事案の概況（令和７年）」より作成

配偶者からの暴力事案の概況 警視庁

https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/about_mpd/jokyo_tokei/kakushu/dv.html
https://www.keishicho.metro.tokyo.lg.jp/about_mpd/jokyo_tokei/kakushu/dv.html
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配偶者暴力対策に係る各機関・団体の役割と取組状況

◼ 被害者の保護と支援は 、被害の発見に始まり、生命等に危険のある場合に暴力から逃れるための一時保護や新たな生

活を始めるための自立に向けた支援まで様々な段階があり、その領域も広い範囲に及んでいます。

◼ このため、配偶者等暴力対策には、多くの行政機関や民間団体が関わることになります。特に、民間団体は、配偶者暴力

防止法の整備以前から取組を行ってきた団体や、専門の分野に関して高い能力を有する団体も多くあり、被害者にきめ

細かい支援を行うために大きな役割を担っています。

◼ 配偶者等暴力に対する社会的関心の高まりを背景に、配偶者暴力防止法の改正を経て、各機関・団体の取組の充実が 

図られてきたところであり、これらの機関・団体がそれぞれの役割と機能を十分に果たしながら、一層連携を強化していき

ます。

PwC作成完了
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③ 女性活躍の輪～Women in Action～

◼ 人口減少社会の中で、豊かで多様性ある社会をつくるには、

人口の半分を占める「女性の力」を最大限引き出していくこ

とが不可欠です。

◼ 東京のみならず日本全体に女性活躍の輪を拡げていくた

め、これまで東京都が推進してきた様々な取組を「女性活

躍の輪～Women in Action～」（WA）として位置づけ、気運

醸成を進めています。

◼ 誰もが自らの生き方を性別にとらわれず選択できる社会の

実現に向けて、 東京から女性の活躍を後押しするムーブメ

ントの“輪”を拡げています。

第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞3. 計画改定にあたっての考え方

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

※エメラルドを使ったロゴマークです。 
エメラルドには「幸福」「幸せ」などの意味があります。

0515都作成
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あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

第1編 計画の考え方＞第1章 計画の基本的枠組み＞ 3. 計画改定にあたっての考え方

企業・スタートアップ支援

フォーラム・イベント

会議・カンファレンス

育成・成長支援プログラム

資金調達支援・ファンド

首長級会議

キャリア支援、相談

キャリア支援

（以下、主な事業や取組）

健康・ヘルスケア若者支援

女子中高生向けオフィスツアー

表彰制度

ポータルサイト

無料相談サイト

女子中高生向け女子大学生
との座談会

女性活躍推進大賞

東京女性創業者大賞

企業・団体表彰

創業者表彰
費用助成

卵子凍結への支援

0515都作成

整える



第２章

計画の基本理念と
ビジョン・体系

1.基本理念と4つのビジョン

2.計画の体系

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ
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基本理念と4つのビジョン

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ
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第1編 計画の考え方＞第2章 計画の基本理念とビジョン・体系＞1. 基本理念と4つのビジョン

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

基本理念、４つのビジョンの実現に向け、８つの政策の柱を立て、施策を推進していきます。

男女ともに「誰もが自らの生き方を性別にとらわれず選択できる社会」を基本理念とし、その実現に向け、取組を強化します。

・ビジョン１：男女一人ひとりの生き方に着目し、働く場だけでなく人生の様々な段階や家庭・地域での活動を応援します。

・ビジョン２：女性活躍推進条例の制定を踏まえ雇用・就業分野での女性活躍に重点的に取り組みます。

・ビジョン３：誰もが個人として尊重され、安全・安心に暮らせる社会を目指します。

・ビジョン４：配偶者暴力防止法に基づく対策を実施します。

5/15 志村確認
（図は変更が必要）

配偶者暴力
対策

男女ともに自分ら
しく希望する生活
ができる社会の

実現

切れ目のない支
援体制の整備

関係機関の連
携・

人材育成

5/17岡本
図を最新版に。
レイアウトは、PWCに
依頼予定

0515都作成
⇒図作成お願いします。
→PwC対応済み（0520）

＞ＰｗＣ様
図を第2編の色に合わせてレ
イアウトしてください

（0519）
→PwC対応済み（0520）

基本理念 誰もが自らの生き方を性別にとらわれず選択できる社会

ビジョン

政策の柱

必要に応じて「2050東京
戦略」画像を貼り付け

配偶者暴力対策

切れ目のない支援体制の
整備

関係機関の
連携・人材育成

ビジョン４

柱7

柱8

男女平等参画を阻む
意識の改革や

環境整備

男女平等参画社会の実現
に向けた広報・啓発活動

安心して暮らせる
環境づくり

ビジョン３

柱5

柱6

男女ともに自分らしく
希望する生活ができる

社会の実現

ライフステージに応じた
切れ目のない支援

家庭・地域での
活動支援

ビジョン１

柱1

柱2

雇用・就業分野
における

女性活躍の推進

女性の選択肢の拡大

企業の持続的な成長

ビジョン２

柱3

柱4
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あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

男女ともに自分らしく希望する生活ができる
社会の実現

• 男女平等参画社会の実現にあたっては、男女ともに性別によって制限されることなく、自らが希
望する生き方を選択できるようになることが必要です。

• 人生を送るなかでは、ライフイベントやライフステージに応じた様々な状況に直面します。多岐
にわたる課題・困難を男女平等参画の視点から検討し、施策につなげていきます。

柱１ ライフステージに応じた切れ目のない支援

柱２ 家庭・地域での活動支援

結婚・妊娠・出産・育児・介護等への切れ目のない支援、就学や就職時の進路選択拡大に向け
た取組、ひとり親などが直面する困難に対する支援等を行います。

家事・育児分担に関する取組、男女の健康課題への対応、ボランティアへの参画や町会・自治
会等地域活動に対する支援等を行います。

5/15 志村確認

自分らしく生きていく

第1編 計画の基本方針＞第2章 計画の基本理念とビジョン・体系＞1. 基本理念と4つのビジョン

▮ ビジョン １
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第1編 計画の基本方針＞第2章 計画の基本理念とビジョン・体系＞1. 基本理念と4つのビジョン

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

5/15 志村確認雇用・就業分野における女性活躍の推進

▮ ビジョン ２

• 女性活躍推進条例を原動力として、女性がその個性や能力を発揮できる環境を創出すること
により、持続可能で性別にかかわりなく誰もが生き生きと暮らす社会の実現を目指します。

• 雇用・就業分野における様々な取組を通じて、男性も含めた全ての就業者の雇用環境の改善
が図られることを目指し、重点的に取り組みます。

柱３ 女性の選択肢の拡大

柱４ 企業の持続的な成長

職業生活等における女性の選択肢の拡大につなげるため、成長の機会の提供や女性経営者や
起業家等への支援等を行います。

人口減少社会が到来する中、人口の半分を占める女性の発想や想像力を企業の持続的な成長
につなげるため、日本型の労働慣行の見直しや多様性ある組織づくり等を支援します。

女性がいきいき働ける 産労確認した？
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あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

男女平等参画を阻む意識の改革や環境整備

▮ ビジョン ３

• 誰もが性別に捉われず、自分らしく生きていけるようになるためには、固定的な性別役割分担
意識や性別に関する「無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）」など、男女平等参画を阻
む意識の改革が必要です。

• デジタル技術の進展などにより個人を取り巻く状況が多様化する中で、男女ともに、誰もが安
全・安心に社会に参画できる環境づくりが重要です。

柱５ 男女平等参画社会の実現に向けた広報・啓発活動

柱６ 安心して暮らせる環境づくり

性別に関する「無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）」への取組、区市町村や関係団体
職員の人材育成などの取組等を進めます。

痴漢をはじめとした犯罪・迷惑行為の防止、ＳＮＳ等インターネット上の性的被害の防止、女性の
視点を生かした災害対応などに取り組みます。

5/15 志村確認

ささえる、ひろめる

第1編 計画の基本方針＞第2章 計画の基本理念とビジョン・体系＞1. 基本理念と4つのビジョン



第１編 計画の考え方＞第１章 計画の基本的枠組み＞１．計画策定の趣旨

50

第1編 計画の基本方針＞第2章 計画の基本理念とビジョン・体系＞1. 基本理念と4つのビジョン

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

5/15 志村確認配偶者暴力対策

▮ ビジョン ４

• 被害者が暴力から逃れ、将来に向けて安全で安心できる生活が送れるよう、関係機関等が状
況に応じた連携をしながら、きめ細やかな支援を行うことが重要です。

• 「予防啓発・早期発見」「相談」「保護」「自立支援」に至る一連の段階において、切れ目のない
支援を行っていくとともに、関係機関等との連携強化、人材育成、調査研究などに総合的に取
り組んでいきます。

柱７ 切れ目のない支援体制の整備

柱８ 関係機関の連携・人材育成

暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見、多様な相談・安全な保護の体制整備、自立
生活再建のための支援など、被害者を切れ目なく支援します。

関係機関・団体等との連携強化、区市町村や民間団体等の人材育成、実態把握に向けたリサー
チなどを行います。

男女間のあらゆる暴力の根絶
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計画の体系

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ
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計画の体系

柱 1 ライフステージに応じた切れ目のない支援

（1） 結婚・妊娠・出産・育児・介護等の応援

（2） 就学・就職の進路選択の拡大

（3） ひとり親などが直面する困難に対する支援

ビジョン1
男女ともに自分らしく希望する

生活ができる社会の実現
～自分らしく生きていく～

ビジョン2
雇用・就業分野における女性活躍の推進

～女性がいきいき働ける～

第1編 計画の考え方＞第2章 計画の基本理念とビジョン・体系＞2. 計画の体系

柱 2 家庭・地域での活動支援

（1） 家事・育児分担に関する取組

（2） 健康に向けた支援・スポーツでの後押し

（3） 地域活動への参画

柱 3 女性の選択肢の拡大

（1） 仕事経験を通じた成長機会の提供

（2） 固定的性別役割分担意識の見直し、
   将来を担う子供・若者の可能性の拡大

（3） 女性経営者や起業家等への支援

柱 4 企業の持続的な成長

（1） 男女ともに両立支援制度が利用しやすい
   組織風土の醸成

（2） 日本型の労働慣行の見直し

（3） 女性の就労環境の整備や改善の支援

（4） 多様性ある組織づくり
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第1編 計画の基本方針＞第2章 計画の基本理念とビジョン・体系＞2. 計画の体系

計画の体系

ビジョン3
男女平等参画を阻む

意識の改革や環境整備
～ささえる、ひろめる～

ビジョン4
配偶者暴力対策

～男女間のあらゆる暴力の根絶～

あ／あ

あ／あ

あ／あ

あ／あ

柱 5 男女平等参画社会の実現に向けた広報・啓発活動

（1） 固定的性別役割分担意識の解消、
   性別に関する「無意識の思い込み
  （アンコンシャス・バイアス）」に係る啓発

（2） 男女平等参画の視点の一層の推進

柱 6 安心して暮らせる環境づくり

（1） 痴漢をはじめとした犯罪・迷惑行為の防止

（2） セクシュアル・ハラスメント行為等の防止

（3） 社会施設における設備等の整備

（4） 女性防災人材の育成

柱 8 関係機関の連携・人材育成

（1） 関係機関・団体の連携推進

（2） 人材育成・調査研究の推進

柱 7 切れ目のない支援体制の整備

（1） 暴力を許さない社会形成のための啓発と
   早期発見

（2） 多様な相談体制の整備

（3） 安全な保護のための体制整備

（4） 自立生活再建のための総合的な支援体制の
 整備

PwC作成完了

追記をお願いします。
→PwC対応済み（0520）

柱５女活ライン確
認→ＯＫ






